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研究成果の概要（和文）： 
１町の全自立高齢者を非虚弱者と虚弱者〔生活機能検査参加者（参加者）・生活機能検査不参

加者（不参加者）〕の 3群に分け、その後の要介護状態の発生を追跡した結果、2 年間で 168 人
の発生があり、3 群の要介護状態の発生率（人口千対）は、それぞれ 24.0、93.2、149.5 だっ
た． 

性・年齢・心身状態等を調整した要介護状態の発生リスクは、虚弱者の多くを占める不参加
者が、参加者に比べて高い結果となった．介護予防が必要な対象者を確実に選別し、また、参
加に結び付けるような制度の構築が望まれる． 
   
研究成果の概要（英文）： 
Independent elderly living in a town were divided into the following three groups: 1) 
non-frail elderly, 2) frail elderly who participated in a life function test, and 3) frail 
elderly who did not participate in a life function test. During a 2-year follow-up period, 
168 subjects developed the need for long-term care. The incidence of new onset of needs 
for long-term care (/1000 persons) for each group were 1)24.0, 2)93.2, 3)149.5.  

After adjustment for confounding factors, we found that Possible frail elderly who did 
not participate in the life function test had a further increased risk of developing the 
need for long term care, compared to possible frail elderly who participated in that test. 
This result suggests the need for the identification of potentially frail elderly, and 
for the development of a system that would increase their participation in a long-term 
care prevention project.  
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１．研究開始当初の背景 
2000年度の介護保険施行後、軽度の要介護

者の増加が著しく、その原因として生活の不
活発で起こる全身の心身状況、生活機能の低
下（廃用性症候群）によるものが多いことが
わかっている。このような背景から、「予防
重視型システム」への転換を柱に 2006 年 4
月より改正介護保険法が施行され、地域包括
支援センターで介護予防事業がスタートし
た。介護予防事業は、虚弱な高齢者の要介護
状態移行を防止することを目的とした介護
予防特定高齢者施策と元気な高齢者を対象
にした介護予防一般高齢者施策がなされ、事
業への参加者のみならず不参加者を含めた
全体的な事業評価が求められている。 

高齢者の生活機能向上に対する介護予防
事業の有効性については、介護予防サービス
参加者を対象に、プログラム実施前後の生活
機能の維持・向上を評価した報告や参加者の
自己効力感を高め、プログラム終了後も運動
などを継続することの重要性についての報
告があるが、これらは事業の効果を短期的に
とらえたものが多く、地域の元気な高齢者及
び虚弱な高齢者すべてを対象とし、介護予防
事業への参加状況と生活機能の変化に関す
る追跡調査を実施した研究は見当たらない。 
 
２．研究の目的 

本研究は、石川県の一町に在住する 65 歳
以上の要介護認定に至っていない全自立高
齢者を対象に行う介護予防事業対象者選定
の一次スクリーニング調査をもとに、運動器
の機能向上や栄養改善等を目指した介護予
防事業への参加群と不参加群の 2群間におけ
る要介護状態の発生を追跡調査し、介護予防
事業の有効性を明らかにすることを目的と
する。 

 
３．研究の方法 
(1)ベースライン調査 

2008 年 5 月に町が 65 歳以上の全自立高齢
者 4,050人に対して介護予防事業のための一
次スクリーニング調査（記名式・自記式質問
票）を実施した。回答者は、3,243 人（男性
1,409 人、女性 1,834 人、回収率 80.1％）で
あった。調査項目は、属性に関する項目、基
本チェックリスト項目、社会参加状況及び健
康への気がかり（自由記述）だった。属性に
関する項目は、性・年齢・世帯形態とした。
調査は以下の 3 つの方法で実施した。 

 
①高齢者の実態と介護予防事業への参加
者・不参加者の特徴を明らかにした。 
 
②「健康や生活面で気にかかること」につい
ての自由記載欄に回答があった 259人分の記

述内容をデータとし、質的帰納的に分析した。 
 
③閉じこもりの頻度及び調査項目と閉じこ
もりとの関連を明らかにした。本研究では、
閉じこもりを「外出頻度が週 1回未満」の状
態（定義１）と、「定義１に該当し、さらに
社会との関連性が欠如した」状態（定義２）
の２つの定義で分析した。 
 
(2) 追跡調査Ⅰ 

全自立高齢者 4,050 人のうち、2 年間の死
亡者・転出者 145人を除外した 3,905人を解
析対象者とした。対象者を未回答群、非虚弱
群、虚弱群の 3群に分け、非虚弱群に対する
未回答群と虚弱群の 2年間の要介護状態の発
生リスクを求めた。 

 
(3) 追跡調査Ⅱ 

一次スクリーニング調査に回答のあった
3,243 人のうち、2 年間の死亡者・転出者 93
人を除外した 3,150 人を解析対象者とした。
対象者を非虚弱群、生活機能検査参加群（以
下、参加群）、生活機能検査不参加群（以下、
不参加群）の 3群に分け、非虚弱群に対する
参加群と不参加群の 2年間の要介護状態の発
生リスクを求めた。 

 
(4)倫理的配慮 

本研究で扱うデータは、データ管理者であ 
る U町で連結不可能匿名化されたのち、町の 
「特定高齢者把握事業」のもと、調査の分 
析・評価に関して研究代表者らが研究として
行う。このことについて書面により了解をと
った。また、研究概要について、当大学の倫
理審査委員会に諮り承認を得た。 
 
４．研究成果 
(1)ベースライン調査 
 ①調査開始時の U 町全自立高齢者の状況 

4,050 人のうち 55%が女性であった。未回
答者 19.9%(807人)、非虚弱者 57.8%(2,339 人） 

①
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②非虚弱者
③虚弱者（生活機能検査不参加者）
④虚弱者（生活機能検査参加者）

 



、虚弱者 22.3%(904 人)であり、それぞれの
平均年齢は、71.9±6.4 歳、71.8±5.7 歳、
75.2±6.2 歳と虚弱者が他の２群より高齢で
あった．虚弱者のうち、生活機能検査不参加
者は 619 人で虚弱者の 68.5%を占めた。 

 

②自立高齢者が抱える健康や日常生活にお
ける気がかり 

13カテゴリーから 6つの気がかりが抽出さ
れた。6つの気がかりは以下に示す。 
1)「健康に対する気がかり」として、【老化現 
象の進行】【病気や症状の持続と増悪】【漠 
然とした体調不良】【精神的問題】 

2)「生活機能に対する気がかり」として、【自 
宅での不都合】【外出に関する不都合】 

3)「日常生活に対する気がかり」として、【老 
夫婦暮らしに関する不安】【一人暮らしに 
関する不安】【経済面における不安】 

4)「介護に対する気がかり」として、【老老 
介護に関する不安】 

5)「家族関係に対する気がかり」として、【役 
割の喪失】【夫に対する精神的負担】 

6)「今後の人生に対する気がかり」として、
【今後の生活の質に関する不安】 

 
③閉じこもりの頻度及び調査項目と閉じこ
もりとの関連 
1)閉じこもりの質問項目に未回答だった高 

齢者を除外した 3,049 人を解析対象とし 
た結果、定義１及び定義２に基づく閉じこ 
もりの頻度はそれぞれ 7.6％、2.9％であっ 
た。 
 

2) 調査項目と閉じこもりとの関連のある要 
因を検討するために、ロジスティック回帰 
分析を行った結果、定義１に基づく閉じこ 
もりと関連があったのは、高齢、女性、IADL 
関連能力低下、運動器機能低下及うつ状態 
だった。 
 

3)定義２に基づく閉じこもりと関連があっ 
たのは、高齢、女性、IADL関連能力 低下 
及びうつ状態だった。 

 
(2)追跡調査Ⅰ 
①対象者 3,905 人中、未回答群は 19.3％ 
（752 人）、回答群のうち、非虚弱群は 

58.8％（2,296 人）、虚弱群は 21.9％（857 
人）であった。 
 

②追跡期間中、202 人に要介護状態の発生 
があり、未回答群，非虚弱群および虚弱 
群の発生率(人口千対)は、それぞれ 
57.2(43人/752 人)、23.1(53 人/2,296 
人)、123.7(106 人/857 人)で、未回答群 
の発生率は非虚弱群に比べて高かった。年
齢階級では、男女ともに 80 歳以上で発生

率の顕著な上昇がみられ、80 歳以上の女性
では、未回答群は虚弱群の発生率より高い
結果であった。 
 

③性、年齢階級、世帯形態を調整した非虚 
弱群に対する未参加群と虚弱群の要介護 
状態発生のオッズ比（95％信頼区間）は 
そ れ ぞ れ 2.55(1.67-3.90) 、 3.95

（2.77-5.63）で、未回答群と虚弱群の発生 
リスクは非虚弱群よりも高かった。 

 
(3)追跡調査Ⅱ 
①対象者 3,150 人中、非虚弱群は 72.7％
（2,289人）、虚弱群は 27.3％（861 人）で 
あった。虚弱群の中の不参加者数（582 人） 
は参加者数（279人）の 2.1 倍であった。 
参加者と比べると、不参加者では閉じこも 
り傾向と手段的日常生活動作関連能力低 
下を有する者の割合が有意に高かった。 
 

②追跡期間中、168 人に要介護状態の発生 
があり、非虚弱群、参加群および不参加群 
の発生率（人口千対）は、それぞれ 24.0、  
93.2、149.5 であった。 
 

③Cox 比例ハザードモデルを用いて、性、 
年齢等を調整して計算した、非虚弱群に対 
する参加群と不参加群の要介護状態発生 
のハザード比（95％信頼区間）はそれぞれ 
2.55(1.59-4.10) 、4.46（3.15-6.32）で 
あり、不参加群の発生リスクは参加群より 
も高かった。さらに基本チェックリストの 
全分野の合計点を調整したハザード比は、 
参加群で 0.75（0.41-1.37）、不参加群で 
1.09（0.65-1.82）であり、参加群と不参 
加群の間の発生リスクの違いは減弱され 
たものの、不参加群で高い傾向であった。 

 
(4)得られた成果に対する考察 
①自立高齢者が抱える健康や日常生活にお
ける気がかりについて 

現在、日本では身体的な介護予防に力点が
置かれているが、超高齢社会における介護予
防を推進するため、老化や疾病による身体症
状への対応に限らず、心理的側面へのサポー
トや、安全・経済・家族関係・介護負担など
の社会的側面への総合的な対策を検討して
いく必要があると考える。 

 
②閉じこもりの頻度及び調査項目と閉じこ
もりとの関連 

自立高齢者の集団において閉じこもりは
10%未満という頻度で存在し、高齢、女性、
IADL関連能力低下、運動器機能低下、うつ状
態と関連があり、このうちのある要因は将来
閉じこもりを起こしうるリスク状態である
可能性が示唆されるとともに、別のある要因



は閉じこもりの結果生じる状態である可能
性が示唆された。 
 
③非虚弱群に対する未回答群と虚弱群の 2年
間の要介護状態の発生リスク 

一次スクリーニング調査への参加の有無
と要介護状態発生との関連を検討した結果、
一次スクリーニング調査の参加に至らない
高齢者において、要介護状態に移行するリス
クが高い者が存在する可能性が示唆された。
介護予防が必要な対象者を一次スクリーニ
ング調査によって選別する方法に加えて、80
歳以上のより高齢な未回答者へのアプロー
チ方法を工夫する必要があると考える。 
 
④非虚弱群に対する参加群と不参加群の 2年
間の要介護状態の発生リスク 

介護予防事業対象者選定のための生活機
能検査の参加の有無と要介護状態発生との
関連を検討した結果，生活機能検査の対象と
なる虚弱高齢者は，非虚弱高齢者に比べて要
介護状態の発生リスクが高かった。虚弱高齢
者の多くは生活機能検査へ不参加であり，不
参加者の要介護状態の発生リスクは，参加者
よりもさらに高かった。介護予防が必要な対
象者を確実に選別し，また，参加に結び付け
るような制度の構築が望まれる。 
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